様式２
長岡市イノベーション加速化補助金（デジタル技術活用事業）
事業計画書

	申請者名：
	○○○○株式会社



１　補助事業の内容
	補助事業の名称
	在庫管理および受注処理のデジタル一元化システム導入
	事業

	区分
	☑ア．デジタル化による新たなビジネス転換や生産性向上等を目的とした
設備・システム・サービスの導入や活用を行う事業
□イ．ECサイト等のWeb販売サイトへの出店事業

	事業目的
	課題、デジタル化が必要な理由、解決したい業務上の問題点を具体的に記載
	当社は機械部品の加工および小ロット組立を行っており、受注から製造、納品まで複数工程を短期間で処理する必要がある。しかし、現在の業務運用は紙の作業指示書やExcelに依存しており、工程管理や進捗把握に多くの時間を要している。

特に以下の課題が顕著となっている。
・工程ごとの作業予定や進捗が担当者の頭の中に依存しており、属人
化が進んでいる。
・作業指示書を紙で発行しており、更新や差し替えに時間がかかる
・受注数量や納期変更の際、複数のExcelを手修正する必要がある
・現場作業者が最新の指示内容を把握するまでにタイムラグが発生す　
　る

これらの問題により、短納期案件や急な工程変更に迅速に対応できず、業務効率の低下やヒューマンエラーの発生につながっている。
そのため、工程管理情報および作業指示のデジタル化が必須であり、本事業では生産計画と進捗がリアルタイムに共有できる仕組みの構築を目指す。

	現在の状況
	・現状の業務フロー
・作業時間や件数など把握している範囲の現状値（Before）
・業務負担の高い点、ミスが起きやすい点など
	●現状の業務フロー
１ 受注情報を紙の伝票とExcelへ手入力
２ Excelで工程ごとの作業予定を作成
３ 紙の作業指示書を現場へ配布
４ 作業完了は口頭報告または紙のメモで確認
５ Excelへ担当者が再入力して進捗を更新

●現状の数値（Before）
・工程計画の作成に要する時間：1件あたり 30～40分
・日々の進捗更新作業：1日あたり 約90分
・作業指示書の差し替え：繁忙期は1日 10件以上
・記載ミス・伝達ミス：月3～5件発生

●業務負担・ミスの発生要因
・二重入力（紙 → Excel）の負担が大きい
・納期変更が発生すると複数ファイルを修正しなければならない
・最新の作業情報が現場に行き渡るまで時間差がある
・作業者ごとに独自メモを使っているため情報が統一されない

	事業内容
(解決方法)
	導入するデジタルツール・システムの概要と、どの業務を改善するものかを記載
	本事業では、受注情報・工程計画・作業指示を一元管理できる
クラウド型作業管理システム を導入する。

システムの主な機能は以下のとおりである。
・受注データの自動取り込み（基幹システムとの連携）
・工程ごとの作業予定を自動生成
・進捗状況をタブレットからリアルタイムで入力
・作業指示内容の自動更新と全作業者への即時共有
・納期変更時の自動再スケジューリング
・作業負荷を可視化し、工程間の負荷調整を容易にする

これにより、工程管理と作業指示の標準化を進め、
短納期案件にも柔軟に対応できる体制を構築する。

	期待される
効果
	・改善が期待される点
（例：作業時間の短縮、ミス削減、生産性向上）
・可能な範囲でご記入ください
	【改善が期待される点】
・工程計画作成時間の大幅削減
・納期変更時の対応負担軽減
・作業指示のタイムラグ解消
・手入力作業の減少によるミス防止
・現場の進捗がリアルタイムに把握できる環境の実現
【期待される効果（Before/After）】
	項目
	現状（Before）
	事業後の見込み（After）

	工程計画の作成時間
	1件 30～40分
	1件 5～10分程度に短縮

	進捗更新作業
	1日 約90分
	自動反映により約15分に削減

	作業指示書の差し替え
	1日 10件以上
	システム自動更新により不要

	記載ミス・転記ミス
	月3～5件
	ほぼゼロへ

	情報共有のタイムラグ
	担当者依存・紙配布
	全社リアルタイム共有が可能




	今後の展開
	デジタル化を踏まえた今後のビジネス展開、追加改善の方向性など
	システム導入後は、蓄積される作業時間・負荷データを活用し、
生産性分析や業務標準化に取り組む予定である。

さらに、将来的には以下の展開を検討している。
・作業実績に基づく人員配置の最適化
・工程データを活用した原価管理の高度化
・外注先とのデータ連携によるサプライチェーン最適化
・AIによる負荷予測・納期自動回答機能の導入




２　申請者の概要
	本社所在地
	〒 ○○○- ○○○○
長岡市大手通○-○

	資本金
	1,000万円
	従業員数
	　　15人

	該当する
産業分類
	はん用機械器具製造業（26）

	
	日本標準産業分類の中分類に該当する業種を記載　例：各種商品小売業（56）

	事業内容、
主要製品等
	○○○○、○○○○製造

	設立年月日
	19○○年　○月　○日設立

	この申請に係る
問い合わせ先
	担当者：○○　○○
電　話：0258-○○-○○○○
ＦＡＸ：0258-○○-○○○○
E‐mail：○○○○＠○○.○○

	本事業の役割分担
	㈱○○○○（SIer）：要件整理、SaaSの初期設定、テスト・現場トレーニング
㈱○○○○（IT企業）：タブレット最小台数の選定とキッティング、Wi‑Fi電波・配置の簡易診断
当社：要件決定、運用ルール承認、定着推進



３　開発スケジュール
	スケジュール
	開始
	　　交付決定日
	完了
	　令和9年２月28日

	
	ステップ
	実施時期（月）

	
	
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３

	
	現状調査
	
	
	
	
	■
	
	
	
	
	
	
	

	
	To-Be業務設計
	
	
	
	
	■
	
	
	
	
	
	
	

	
	SaaS初期設定・
簡易連携
	
	
	
	
	
	■
	
	
	
	
	
	

	
	端末・ネットワーク整備／パイロット準備
	
	
	
	
	
	
	■
	
	
	
	
	

	
	パイロット開始
	
	
	
	
	
	
	
	■
	
	
	
	

	
	機能調整・運用ルール確定
	
	
	
	
	
	
	
	■
	
	
	
	

	
	全工程展開の準備
	
	
	
	
	
	
	
	
	■
	
	
	

	
	全体展開スタート
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	■
	
	

	
	本番稼働の安定化
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	■
	

	
	総括・評価・次期改善提案
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	■
	

	産業財産権の
取得
	□ 取得する
	取得権利： □特許権 □実用新案権 □意匠権 □商標権
発明等の名称：

	
	☑ 取得しない
	理由：不要のため



2

